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研究成果の概要（和文）：オープンイノベーションに関する国際比較分析を行うため、特許データと企業情報を接続し
た国際的なデータベースを構築した。具体的には、国内DBとして経済センサスと日本特許庁データの接続、国際DBとし
て、OrbisデータをPATSTATデータの接続を行った。上記のデータを活用して、産学間、企業間のイノベーションに関す
る連携について、計量経済モデルや社会イノベーション分析の手法を用いた実証分析を行った。最後にイノベーション
システムの国際比較に関するマルチエージェントモデルを構築し、日米のイノベーションのタイプとオープンイノベー
ションの関係についてシミュレーション分析を行った。

研究成果の概要（英文）：In order to conduct international comparison of open innovation, the dataset 
linking patent and firm level financial information has been created. Specifically, Economic Census and 
IIP-Patent Dataset are linked for domestic firms, and Orbis Data and PATSTAT are linked for non Japanese 
firms. Based on these dataset, econometric models are estimated to see the difference of performance 
impacts of R&D collaborations across type of collaboration and type of technology, as well as social 
network analysis are conducted to investigate structural differences of R&D networks by country. Finally, 
multi-agent simulation model has been constructed to look into the different impact of R&D collaboration, 
based on institutional difference of economic transactions, focusing on the comparison of Japan and the 
United States.

研究分野：計量経済学、応用ミクロ経済学、技術経営論、科学技術政策論
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１．研究開始当初の背景 
人口が減少する中で日本経済の中長期的
成長を担うのは生産性の成長であり、そのた
めに技術革新を継続的に起こすことは重要
な政策テーマである。国の科学技術研究費は
その大半が大学や公的研究機関に流れてお
り、これらのサイエンスセクターの科学技術
活動を企業のイノベーションにつなげるた
めには、産学連携やハイテクベンチャーの活
性化が重要となっている。また、企業におい
ては、イノベーションに関する国際的な競争
が厳しくなり、技術が複雑化する中で、自前
で研究開発プロセスを担うことが難しくな
ってきており、大学や他企業との連携を有効
に進めることが喫緊の課題となっている。こ
のように、研究開発に関する外部連携の実態
について分析することは、政策的にも企業の
技術経営マネジメントを考える上でも重要
となっている。 
 研究代表者は、これまでアンケート調査結
果を用いた産学連携に関する実証分析
（Motohashi,2005 など）や科学技術研究調
査（総務省）の個表データや特許データを用
いた経済分析（元橋、2009 年など）に長年
取り組んできており、オープンイノベーショ
ンに関する実証分析を行うためのデータベ
ースの開発・提供や新たな分析モデルの開発
などを通じて、当該学術分野の進展に貢献し
てきているところである。また、OECDにお
ける特許データやライセンス調査を用いた
国際比較プロジェクトや中国のイノベーシ
ョンシステムの研究などを通じて、オープン
イノベーションを進める上で問題となる日
本固有の問題についての究明にも努めてき
ている。しかし、これまでの研究においては、
①データベース、②実証分析及び③分析手法
と理論的研究の 3点についてまだ不十分な状
態といえた。 
 まず、データベースについては、イノベー
ションの分野における各種統計データが有
機的に接続されていないという問題がある。
研究代表者を中心とする研究者チーム（今回
提案する研究チームの一部）は、これまで科
学技術研究調査（総務省）、特許データ及び
企業活動基本調査（経済産業省）の相互接続
を行うことによってイノベーションプロセ
スの上流から下流までの分析を行ってきた。
しかし、日本のすべての事業所・企業やイノ
ベーションの国際化が進む中で海外の企業
は含まれていないという問題がある。更に国
際比較を行うための特許データベースの整
合性や共通の質問票による調査も十分に行
われていない。数少ない事例としては経済産
業研究所の日米発明者サーベイがあるが、欧
州や中国などを取り入れた事例は知りうる
限りで存在しない。  
実証研究については、技術の出し手（ライ
センサー）か受け手（ライセンシー）のどち
らか一方のものが中心でその両者の関係や
技術市場の構造そのものについて行ったも

のは少ない。更にイノベーションに関するエ
コシステムが重要になってきており、企業や
大学のネットワーク構造を取り入れた実証
分析や国際比較によって日本の特徴を明ら
かにすることも重要である。 
また、理論面での現状を見ると、外部連携
の経済性については、R&D 投資の関係特殊
性や不確実性に着目した「企業の境界」に関
する理論的な研究が存在する（Aghion and 
Tirole、1994）。しかし、研究組織が内部か外
部の 2者択一のモデルにとどまり、戦略的提
携のような中間組織に関する理論的研究は
遅れている。また、イノベーションに関する
ネットワーク構造について分析するために
は社会ネットワーク分析のフレームワーク
が有効であるが、その経済学的な意味づけに
関する研究は始まったばかりである。 
 
２．研究の目的 
国際競争の激化やサイエンス型産業の台
頭によって、外部資源を用いたオープンイノ
ベーションの重要性が高まっている。また、
国の科学技術研究費はその大部分が大学や
国研に流れており、これらの科学的知見が企
業活動に生かされることが期待されている。
このように企業経営、政策の両面で重要性が
高まっている外部連携について、理論・実証
の両面から総合的な研究を行う。日本企業は
研究開発において自前主義の傾向が強く、オ
ープンイノベーションに対する対応が遅れ
ているといわれているが、この原因について、
欧米や中国と比較しながら究明する。また、
国際的研究ネットワークを形成して、大学や
企業などで構成されるイノベーションシス
テムの構造に関する比較分析を行い、日本の
特性に応じた政策、企業経営、両面での含意
を得ることを目的とする。 
 まず、データベースについては、事業所・
企業統計（総務省）をベースとしたデータベ
ース基盤の拡充が必要となる。すべての事業
所・企業を対象とするデータに特許データや
科学技術研究調査（総務省）、企業活動基本
調査（経済産業省）、知的財産活動調査（特
許庁）、全国イノベーション調査（文部科学
省）などの各種データを接続させることによ
って、サンプルバイアスのない計量分析を行
うための基盤を整備する。また、特許データ
の企業名や発明者に関する名寄せについて
は 、 ク ラ ス タ リ ン グ 手 法 を 用 い た
ASE(Approximate Structuring 
Equivalence)によって精度向上を図る。更に、
OECD における米国や欧州企業のデータベ
ース（D&B データやアマデウス）と特許デ
ータ（PATSTAT）の接続事業と連携して、
海外の企業も含めたデータ構造とする。また、
イノベーション分野において台頭が著しい
中国においても、国家統計局と連携すること
によって同国の科学技術統計及び創新調査
（イノベーション調査）の個表データを用い
て日中の比較研究を行う。 



 実証分析については、上記のデータを使っ
たイノベーションのネットワーク構造（例え
ば特許の共同出願や共同発明、引用情報など
を活用）を勘案するとともに、技術の出し手、
受け手の両面の分析を進める。また、国際的
に共通の質問票によって外部連携に対する
誘因など定性的な情報を新たな収集し、欧米
や中国と比較して日本のオープンイノベー
ションの特徴を明らかにすることを目的と
する。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法について、(1)イノベーション
データベースの構築、(2)実証分析及び(3)理
論・分析手法に関する研究のそれぞれについ
て述べる。 
(1) イノベーションデータベース基盤の構
築 
研究代表者を中心にこれまで構築してき
たデータベースは、企業活動基本調査（経済
産業省）の個票データをベースとする一定規
模以上の製造業企業を中心とするものであ
ったが、ここでは事業所・企業統計を用いて、
すべての産業に対象範囲を拡充し、オープン
イノをーションの研究に重要となるデータ
の追加を行った（具体的には下記のデータ一
覧参照）。なお、下線を引いたものは既存の
データベースに加えて新規に追加されたも
のである。 
・政府統計の企業レベル（事業所レベル）個
票データ：事業所・企業統計（総務省）、
企業活動基本調査（経済産業省）、科学技
術研究調査（総務省）、知的財産活動調査
（特許庁） 
・特許データ：日本特許庁標準化データベー
スに基づく特許データベース（IIP パテン
トデータベース）、EPO PatStat Database、
USTPO パテントデータ、中国知識産権局デ
ータなど各国特許データ 
特許データについては、整理標準化データ
ベースを活用した特許データベースを構築
してきたところであるが、特許活動のグロー
バル化（本邦企業の国際出願と外国企業の日
本特許の増加）に鑑み、海外の特許データと
の接合を行いながら、外国企業（D&B やアマ
デウス）も含めた出願人名寄せ作業を行う
（OECD プロジェクトと連携）。日本企業につ
いては、事業所・企業統計をベースとして企
業に関する悉皆データを基盤にデータベー
ス構築を行った。 
これらの企業単位のデータベースを構築
するとともに、研究者単位の情報を整理して
人材の流動性と産学や企業間連携の分析を
可能にする。具体的には特許の発明者や論文
の著者単位で引用情報からASEアルゴリズム
において個々の研究者情報の同定を行った。 
 
(2) 実証分析 
 上記のデータベースを用いてまず、オープ
ンイノベーションについて分析を行うため

の組織間で知識やアイディアが伝播するメ
カニズムの解明を行った。具体的には、①研
究者に体化された技術の移転、②人や設備に
体化されない知識フローによる移転、及び③
知財によるライセンシングの3種類を考えた。 
①と②については前述した企業データ、研究
者データ及び引用データ（特許・論文）によ
って把握した。③については Delloite RECAP 
LLC などの民間データベースを活用する必要
がある。これらのデータからまず技術フロー
の構造的な特性（業種別、企業規模別、地理
的近接性、その他の企業や発明者属性）につ
いて定量的な把握を行った。例えば Discrete 
Technology(医薬品や化学関係)と Complex 
Technology（エレクトロニクス関係）では研
究開発に関する外部連携の形態が異なるこ
とが分かっており、イノベーションや産業特
性に応じた分析を行うための基礎的な情報
とする。その上で、技術の出し手と受け手の
それぞれについて外部連携の決定要因につ
いて分析した。技術市場においてはアウトラ
イセンスの決定要因として、企業の補完的資
産規模、市場競争度、科学的知見の重要性な
どが、インライセンスの決定要因としては、
企業の技術吸収力や企業内部研究の規模な
どがあげられている。日本企業においてはこ
れらに加えて、出し手としてはNSH（Not Sales 
Here）、受け手としては NIH（Not Invented 
Here）の傾向が強いといわれ、この背景とし
ては企業の技術経営戦略が明確になってい
ないと言われている。 
 また、エレクトロニクス産業などにおいて
は、外部連携が 1対 1で行われるのではなく、
複数のプレイヤーが複雑な利害関係をもっ
て構成されるいわゆるイノベーションのエ
コシステムが観察される。従って、外部連携
と企業のパフォーマンスについて研究を進
めるためにはこのような面的な広がりをも
ったネットワーク構造を念頭においた分析
を進めることが必要である。社会ネットワー
ク分析の手法を用いて、技術分野や産業によ
ってその構造的な特徴を明らかにするとと
もに、ネットワークの中での企業の位置づけ
と外部連携のインセンティブ、企業のパフォ
ーマンスについて定量的な分析を行った。 
 
(3）理論・分析手法研究 
 上記の実証研究を有効に進めるための理
論や分析手法に関する研究を行った。研究開
発の外部連携は産業組織論における「企業の
境界」に関する研究成果を活用して理論展開
が可能である。ここでは、戦略的提携などの
中間的組織も勘案したイノベーションに関
する企業の境界に関する理論的研究を進め
る。Baker et. al(2008)などの関連する文献
調査を行い分析フレームワークの構築を行
った。 
 また、ネットワーク構造を勘案した外部連
携のインセンティブや企業パフォーマンス
の分析については、社会ネットワーク理論に



おける分析手法について研究を進めること
が必要である。この手法は社会学の分野で発
達してきたものであるが、例えば中心性に関
する各種指標などの経済学的な位置づけに
ついて十分な検討が行われているとは言え
ない。また、異なるノードで構成されるネッ
トワークを分析するための手法についても
未発達の状況である。ここではイノベーショ
ンシステムの概念の導入し、大学、ベンチャ
ー企業、大企業といったネットワークのノー
ドの違いを勘案した分析手法について検討
を行った。 
 
４．研究成果 
（1）イノベーションデータベース基盤の構
築 
 国内データの整備については、文部科学省
科学技術・学術政策研究所のイノベーション
プロセスデータベース構築事業との連携プ
ロジェクトとして行った。具体的には以下の
とおりである。 
 経済センサスデータ（事業所企業統計）
の 2001 年、2004 年、2006 年、2009 年、
2011 年のデータを用いて、それぞれの年
において日本特許データ（IIP パテント
データベース）の企業レベルでの接続を
行った。接続の方法については、企業名
称、事業所の所在地情報の標準化を行っ
て双方のマッチングを行った。基本的に
は事業所レベルで接続したのち、企業レ
ベルに集計を行うというプロセスで行
っている。また、表記ゆれの問題から複
数事業所にマッチするという問題の対
処については、所在地がより詳細なレベ
ルで一致する事業を正解として作業を
行った。それぞれの年において、特許数
では 90％以上の接続パフォーマンスを
上げることができた。 

 経済センサス（事業所・企業統計）の企
業情報は全国イノベーション調査など
の母集団として用いられているので、上
記のマッチング情報を介して、全国イノ
ベーション調査のほか、企業活動基本調
査、科学技術研究開発調査などの各種統
計データに特許データの接続が可能と
なる。 
海外のデータ整備については以下のとお
りである。 
 まず、世界の未上場企業データベースで
ある Orvis データベースを入手し、
PATSTAT（世界の公開特許情報）との接
続作業を行った。なお、上記の情報は
Orvis データを提供する BVD 社において
も行っており、同社のマッチング結果
（OECD における作業）との比較検討を行
った。同時に OECD に対して接続方法に
関するヒヤリングを行い、精度向上に努
めた。 

 米国と中国については、PATSTAT(世界の
特許データベース)の企業出願人をベー

スとして、米国についてはダン・アン
ド・ブラッドストリートデータとの接続、
中国については、GTA 未上場企業データ
ベースとの接続を行った。 
 

（2）実証分析 
 オープンイノベーションについて分析
を行うためには組織間で知識やアイデ
ィアが伝播するメカニズムの解明が必
要になるが、研究開発の外部連携の形態
（ライセンス、共同研究開発、ジョイン
トベンチャーなど）や連携先の相手（大
学、サプライヤー、顧客など）によって、
外部連携がどのように異なるか、また外
部連携の効果がどのように異なるか分
析を行った。その結果、サプライヤー、
顧客などのビジネスパートナーとの連
携については共同開発が多いのに対し
て、大学や技術系ベンチャーについては
知財ライセンスの傾向が強いことが分
かった。 

 特許データによる共同出願状況から、発
明者間や企業間の技術的多角化が研究
開発成果に与える影響について分析を
行った。その結果、多角化と研究開発パ
フォーマンスには正の関係がみられる
が、研究チーム内の多角化と企業間の多
角化の間には代替的な関係があること
が分かった。 

 国際比較については、主に中国との比較
研究を中心に進めた。具体的には北京、
上海、シンセンのハイテク企業に対して
行ったアンケート調査をベースに分析
を行った。具体的にはそれぞれの地域に
おけるイノベーション生産関数を推計
して、地域的な特性が外部連携に与える
影響について結果を得た。 

 その他、技術分野別の外部連携に関する
特性を勘案した研究として、移動体通信
技術と太陽電池技術を取り上げて、それ
ぞれの分野におけるオープンイノベー
ションの特性について実証分析、電気通
信分野における標準化とイノベーショ
ンエコシステムの関係、中国における知
財担保融資制度に関する実証研究、企業
における研究開発の多角化とオープン
イノベーションの関係に関する研究な
どを行った。 
 

（3）理論・分析手法に関する研究 
 理論的な研究として、オープンイノベ
ーションの決定要因として、取引コス
ト理論と資源ベース理論の比較を行っ
た。経営資源の市場取引が活発な米国
型モデルにおいては取引コスト理論が
有効であり、その一方で長期的な取引
に よ っ て 経 営 資 源 の
Co-Specializationを進めることで、パ
ートナーシップから付加価値を引き出
す日本型モデルは資源ベース理論を適



用することが有効であることが分かっ
た。 

 日本のイノベーションシステムの特徴
を米国や中国と比較して分析するため
のシミュレーションモデル分析を行っ
た。具体的には共同研究に関する関係
特殊性や長期的取引の度合いをパラメ
ーターとするマルチエージェントシミ
ュレーションモデルを構築し、日本型
のイノベーションモデルの長所・短所
（例えば漸進的なイノベーションに関
しては優位性があるものの、革新的な
イノベーションのパフォーマンスは低
くなる）をリストアップした。 
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